
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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中村市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

【財政力指数】
・ここ3年間で連続した伸びを見せており、今後も税の収納率向上対策（5年間で1.1％の向上）などにより財政基盤の強化に努め
る。
【経常収支比率】
・経常収支比率の102.3％は、平成17年4月9日合併打切り決算によるもので実質的には96％になるが、類似団体平均を上回ってお
り、年々悪化している。そのため平成16年12月に「中村市財政健全化計画」を策定、新市移行後は、「行政改革大綱、実施計画」
並びに「集中改革プラン」に基づき、職員数の削減（5年間で53人：10％減）、職員の給与カット（特別職10％、一般職5％）、事
務事業の見直しなどによる経常経費の削減に努めている。
【起債制限比率】
・類似団体平均をわずかに下回っているが、平成12～14年度の大型施設整備（国体関連施設、学校給食施設、四万十いやしの里な
ど）に係る起債の償還増により今後増加し、平成19年度をピークに13.0％に達する見込。このため、平成15年度から普通建設事業
を大幅な削減（30～40％減）と地方債発行額の抑制に努めている。
【人口1人当たり地方債現在高】
・平成12～14年度の大型施設整備に係る地方債発行額の増加に伴い、類似団体平均を上回っている。このため、平成15年度から普
通建設事業の大幅な削減（30～40％減）と地方債発行額の抑制に努めている。
【ラスパイレス指数】
・「中村市財政健全化計画」に基づく職員給与カット（一般職5％）により、類似団体平均を下回っている。新市移行後は、「行
政改革大綱、実施計画」並びに「集中改革プラン」に基づき、給与制度の抜本的な見直し（給料表の構造見直し、枠外昇給の廃止
など）を行い、一層の給与適正化に努める。
【人口1,000人当たり職員数】
・市の面積が広大で保育所数が多いことから類似団体平均を上回っている。職員数の削減（5年間で53人：10％減）並びに保育所
統廃合・民営化（3園統廃合、1園民営化予定）の推進を図る。


